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今後の交渉予定
１３日13：00
　占冠村職（総務課長）
16：00　愛別町職
（
副町長
）
17：00　下川町職労
18：30　名寄市職労（副市長）
１４日
9：30　旭川市労連
10：30　音威子府村職
13：00　剣淵町職労
16：30　士別市職労（副市長）
) (
子の看護
・短期介護
休暇…
あなたの職場では活用されていますか？
国公の制度では、就学前のこどもや要介護者一人に対し５日（上限１０日）間付与されることになっています。上川地本内での子看休暇を調査したところ、北海道を含めた６自治体で「小学生以下」若しくは「小学３年生以下」となっており、さらに３自治体では、こども限定とせず家族にまで対象を広げ、日数も１０～１４日としています。民間でも育児・介護休業法が３年前に改正され、上限日数が１０日間になり、子の看護事由も拡大されています。
仕事
と育児・介護の両立は、社会的な課題として正規・非正規問わず重要ですが、たまに聞くのは「制度を知らなかった」と仲間からの言葉。総人件費抑制攻撃による人員減の現象として、あなたの職場では、普通の会話もできなくなっていませんか？
) (
上川町職労は、
12
日
(
火
)14
時企画総務課長交渉を再開。
交渉では、独自削減など賃金合理化に関わって、当局から「
町長は、国公の
7.8
％削減にも反対しており、その影響を地方へ強制する国の姿勢を強く批判している
。
現状では独自削減を実施する考えはない。
」
また、職員採用に向けては、毎年３～４人ずつ採用しながら事務職の現行の人員数は維持しなければならないとした。
臨時・パート職員の子看休暇、短期介護休暇は、人事院規則（非常勤職員の勤務時間及び休暇）に準拠し、４月１日から正規職員並みとする回答を得た。
再任用制度の運用に向けては、当局認識として「国が制度化すれば準拠すべき。近隣町、民間の動向は無視できない」とし４月以降検討することに言及した。
他の課題について継続協議としながらも、臨時・パート職員の賃金改善、産前産後休暇の前後１０週化など今春闘において、課題が浮き彫りとなり、秋の賃金確定闘争への足掛かりとしている。
これらの内容は１４日に改めて確認することとしている。
) (
臨時・パート職員だって
仕事
と育児・介護の両立は重要です！
=
子の看護、短期介護休暇の
正規職員
並み
回答引き出す
=
上川町職労
) (
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